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要 約
今回は第１報に引き続き、北海道介護福祉
士会会員を対象に専門性意識とそれに関連す
る要素について調査した結果を報告する。第
１報では、介護福祉士の専門性段階の意識と
専門性向上に必要なこと、自己研鑽するため
に必要なこととの関連性についての結果を主
に報告した。今回第２報では、日本介護福祉
士会への意識と介護福祉士の専門性段階の意
識との関連性について報告する。
調査の結果、日本介護福祉士会への意識は
概ね肯定的であるものの、介護福祉士会主催
の研修会について北海道支部規模における充
実を要望していた。また、自己研鑽のために
介護支援専門員資格を取得（取得予定）する
者は多いが、日本介護福祉士会認定の認定専
門介護福祉士への関心は高いとはいえず、専
門性向上に向けては新たな資格整備というよ
りも、介護福祉士資格そのもののあり方を見
直すことが急がれる結果となった。
Ⅰ．は じ め に
介護領域におけるニーズが複雑化・多様化
する現在、介護サービスの質の向上や改善へ
の対応が求められるとともに、介護福祉士に
対して高い知識や技術が必要とされる専門職
として期待が寄せられている。しかしながら、
介護福祉士資格制度から２０年余りが経過した
今日、未だに養成校も含めた国家資格制度の
一元化は実現されず、専門性向上に向けて多
くの課題を残しているといえる。このような
中、筆者らは介護福祉士の専門性、専門職と
してのあり方が今後の介護職の行方に大きな
影響を与える課題であると考え、これまで介
護福祉士有資格者の専門性意識に着目し、介
護福祉士の専門性の必要性や現在の専門性段
階の意識、専門性向上に必要な要因とその課
題等について、本学介護福祉学科卒業生や福
祉施設の介護職責任者を対象にアンケート調
査や聞き取り調査を実施してきた。
今回は対象を北海道介護福祉士会会員とし
広く介護福祉士個人に焦点をあて、専門性意
識とその関連する要素（行動傾向、専門性向
上に必要なこと等）について研究調査を実施
した。この第２報では、主に日本介護福祉士
会への意識と介護福祉士の専門性段階の意識
との関連性についての調査結果を以下、報告
する。
Ⅱ．研究の視点及び方法
調査期間：平成２１年８月２０日～平成２１年９月
※北翔大学人間福祉学部地域福祉学科
キーワード：介護福祉士、専門性意識、日本介護福祉士会、認定専門介護福祉士、自己研鑽
人間福祉研究
Human Welfare Studies
２０１１ ．１４，９５－１０８
２４日
調査対象：北海道介護福祉士会会員
調査概要：回答者の属性、専門性に関する意
識（必要性、段階、満足度）、専
門性に必要な要素、行動傾向、自
己研鑽に関する意識、専門職能団
体への意識、等
配票方法：質問紙（無記名、自記式）を用い
た郵送法（北海道介護福祉士会会
報に同封）
データ分析方法：SPSS（１４．０ for windows）
により分析
倫理的配慮：本調査で得た情報は研究目的以
外には使用しないことを明記し、
協力を依頼した
Ⅲ．調 査 結 果
 回収結果、回答者の属性に関する事項
（表１、２）
北海道介護福祉士会会員１，０４５名に送付し１８０
名が回収され、回収率１７．２％であった。ただ
し、介護福祉士会会員でない者３名が回答し
ていたため、有効回答は１７７名（１６．９％）で
あった。回答者の属性に関する事項や介護福
祉士以外の取得資格については表１、２の通
りであり、第１報で報告済みのため今回は省
略する。
 専門性意識に関する事項（表３、４）
専門性の必要性とその段階については表３、
表１ 分析対象者の属性
n＝１７７
カテゴリー 度数（％）
性別 男性 ５４ （３０．５）
女性 １２３ （６９．５）
年齢階層 ２０～２９歳 ２５ （１４．１）
３０～３９歳 ５６ （３１．６）
４０～４９歳 ３３ （１８．６）
５０～５９歳 ４３ （２４．３）
６０～６９歳 １８ （１０．２）
未記入 ２ （１．１）
現在の職種 介護職 １１９ （６７．２）
介護職以外 ４７ （２６．６）
働いていない ９ （５．１）
未記入 ２ （１．１）
資格取得ルート 国家試験受験 １１９ （６７．２）
介護福祉士養成校卒業 ５７ （３２．２）
未記入 １ （０．６）
資格取得後年数 ５年以下 ６９ （３９．０）
６～１０年 ５６ （３１．６）
１１～１５年 ３２ （１８．１）
１６～２０年 １８ （１０．２）
２１年以上 １ （０．６）
未記入 １ （０．６）
介護福祉士会入会年数 １年以内 ２６ （１４．７）
１～３年 ５０ （２８．２）
３～５年 ２５ （１４．１）
５～１０年 ４４ （２４．９）
１０～１５年 １９ （１０．７）
１５年以上 ９ （５．１）
未記入 ４ （２．３）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
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４の通りであり、第１報で報告済みのため今
回は省略する。
 日本介護福祉士会への意識に関する事項
①入会の動機について（表５）
「日本介護福祉士会入会動機（複数回答）」
の質問に対して、回答の多かった順に「介護
福祉士として必要な情報を得るため」が７１．４％
（１２５名）、「介護福祉士としての資質を高め
るため」が５２．６％（９２名）、「専門職として入
会が必要と考えた」が４６．３％（８１名）、「他施
設などの介護福祉士との交流のため」が１７．７％
（３１名）、「勤務先で勧められた」が１３．７％
（２４名）、「同僚・友人に誘われた」が１２．０％
（２１名）、「養成校卒業時に勧められた」が
９．７％（１７名）、「勤務先で加入が義務付けら
れていた」が４．０％（７名）、「学生時代の友人
との交流のため」が０．６％（１名）、その他が
３．４％（６名）であった。
表２ 介護福祉士以外の取得資格
n＝１７７
カテゴリー（複数回答） 度数（％）
介護支援専門員 ７９（４４．６）
ホームヘルパー２級 ７１（４０．１）
社会福祉主事 ５８（３２．８）
福祉住環境コーディネーター ２１（１１．９）
ホームヘルパー１級 １９（１０．７）
社会福祉士 １２ （６．８）
保育士 １０ （５．６）
ガイドヘルパー（全身性障がい・視覚障がい） １０ （５．６）
レクリエーションインストラクター ８ （４．５）
認知症ケア専門士 ８ （４．５）
精神保健福祉士 ３ （１．７）
その他の資格 ２０（１１．３）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
表３ 介護福祉士に専門性が必要か
n＝１７７
カテゴリー 度数（％）
非常に思う １４８ （８３．６）
やや思う ２６ （１４．７）
あまり思わない １ （０．６）
まったく思わない ０ （０．０）
未記入 ２ （１．１）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
表４ 介護福祉士の専門性段階の意識
n＝１７７
カテゴリー 度数（％）
非常に高い ２ （１．１）
高い ３３ （１８．６）
低い １１０ （６２．１）
非常に低い ３１ （１７．５）
未記入 １ （０．６）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
表５ 日本介護福祉士会入会動機
n＝１７５
カテゴリー（複数回答） 度数（％）
専門職として入会が必要と考えた ８１（４６．３）
介護福祉士として必要な情報を得るため １２５（７１．４）
介護福祉士としての資質を高めるため ９２（５２．６）
他施設などの介護福祉士との交流のため ３１（１７．７）
学生時代の友人との交流のため １（０．６）
養成校卒業時に勧められた １７（９．７）
勤務先で勧められた ２４（１３．７）
勤務先で加入が義務付けられていた ７（４．０）
同僚・友人に誘われた ２１（１２．０）
その他 ６（３．４）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
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②日本介護福祉士会に対する意識について
（表６）
日本介護福祉士会に対する意識を、会の活
動内容について、北海道支部の活動について、
会報などの情報供給について、研修会の内容
について、研修会開催の頻度について、会費
の額についての各項目で、「満足」「やや満足」
「やや不満」「不満」の４段階で回答を求めた。
その結果、全体としてはどの項目についても
「満足」と「やや満足」が「やや不満」と
「不満」よりも多い傾向であった。
③未入会の介護福祉士に対しての勧誘の意志
について（表７、８）
「未入会の介護福祉士に対して介護福祉士
会入会を勧めたことはあるか」の質問で「あ
る」「勧誘する意志はあるが現実にしたこと
はない」「勧誘する意志はない」の回答を求
めたところ、「ある」が４２．４％（７３名）、「勧
誘する意志はあるが現実にしたことはない」
が１９．８％（３４名）、「勧誘する意志はない」が
３７．８％（６５名）であった。
介護福祉士会入会を勧めない理由（複数回
答）については、多い順に「入会を決めるの
は個人意思によるべきだから」が７５．４％（４９
名）、「会費負担を考えると勧められない」が
４３．１％（２８名）、「入会の意義が伝えられない
ため」が２０．０％（１３名）、未入会でも必要な
情報は得られるため」が１３．８％（９名）、「業
表６ 日本介護福祉士会に対する意識につ
いて
カテゴリー 度数（％）
会の活動内容について 満足 ２５（１５．２）
n＝１６５ やや満足 ７４（４４．８）
やや不満 ５２（３１．５）
不満 １４（８．５）
北海道支部の活動について 満足 ２５（１４．９）
n＝１６８ やや満足 ７０（４１．７）
やや不満 ５７（３３．９）
不満 １６（９．５）
会報などの情報供給について 満足 ３０（１７．８）
n＝１６９ やや満足 ８７（５１．５）
やや不満 ４４（２６．０）
不満 ８（４．７）
研修会の内容について 満足 ３０（１７．８）
n＝１６９ やや満足 ７１（４２．０）
やや不満 ５４（３２．０）
不満 １４（８．３）
研修会開催の頻度について 満足 ２９（１７．１）
n＝１７０ やや満足 ７１（４１．８）
やや不満 ５８（３４．１）
不満 １２（７．１）
会費の額について 満足 ２３（１３．６）
n＝１６９ やや満足 ６２（３６．７）
やや不満 ５８（３４．３）
不満 ２６（１５．４）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
表７ 介護福祉士会入会を勧めたことはあるか
n＝１７２
カテゴリー 度数（％）
ある ７３（４２．４）
勧誘する意思はあるが現実にしたことはない ３４（１９．８）
勧誘する意思はない ６５（３７．８）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
表８ 日本介護福祉士会入会を勧めない理由
n＝６５
カテゴリー（複数回答） 度数（％）
入会を決めるのは個人意思によるべきだから ４９（７５．４）
入会の意義が伝えられないため １３（２０．０）
未入会でも必要な情報は得られるため ９（１３．８）
会費負担を考えると勧められない ２８（４３．１）
業務の多忙さを考えると勧められない ８（１２．３）
自己研鑽の意欲の高い介護福祉士が少ない ８（１２．３）
その他 ６ （９．２）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
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務の多忙さを考えると勧められない」が１２．３％
（８名）、「自己研鑽の意欲が高い介護福祉士
が少ない」が１２．３％（８名）、その他が９．２％
（６名）であった。
④日本介護福祉士会の取り組みへの期待内容
について（表９）
「日本介護福祉士会が介護福祉士の専門性
向上により寄与するための取り組みとして、
どのようなことを期待しますか（複数回答）」
の質問について、回答を求めた結果は、「全
国規模の研修会の充実」が１２．９％（２２名）、
「北海道支部規模の研修会の充実」が５７．６％
（９８名）、「ブロック規模の研修会の充実」が
３８．２％（６５名）、「情報発信の的確性・迅速性」
が３５．９％（６１名）、「認定資格の種類を増やす」
が２５．３％（４３名）、「北海道支部の活動拠点の
整備」が２４．７％（４２名）、「関係職能団体との
連携の推進」が２９．４％（５０名）、「制度・政策
決定に働きかける社会的取り組み」が３８．８％
（６６名）、「組織率向上の取り組み」が１８．２％
（３１名）、「その他」が７．６％（１３名）であっ
た。
⑤日本介護福祉士会に期待すること（自由記
述）について（表１０）
日本介護福祉士会に期待することなどにつ
いて、自由記述法で回答を求めたところ、７３
名（有効回答の４１．２％）から回答が寄せられ
た。回答は記入内容から「会の運営・理念な
ど」「研修会内容・開催地について」「広報に
ついて」「行政へのはたらきかけ」「組織率向
上について」「会費について」「介護福祉士個々
への意見」「その他」の８項目に分類するこ
とができた。
「会の運営・理念など」では、『専門性を
高めるための取組み』を求める回答とともに
『情報を迅速に流してほしい（会報が届くの
が遅い）』との要望があった。「研修会内容・
開催地について」では、研修会内容の充実と
して新しい介護方法、専門性向上のための研
修、経験に応じた研修などを求める回答の他、
『通所系と入所系に分けた研修会』『同じ内
容の研修会を複数回開催する』『平日夜間な
どの参加しやすい時間帯に開催する』等、開
表９ 日本介護福祉士会の取り組みへの期待
n＝１７０
カテゴリー（複数回答） 度数（％）
全国規模の研修会の充実 ２２（１２．９）
北海道支部規模の研修会の充実 ９８（５７．６）
ブロック規模の研修会の充実 ６５（３８．２）
情報発信の的確性・迅速性 ６１（３５．９）
認定資格の種類を増やす ４３（２５．３）
北海道支部の活動拠点の整備 ４２（２４．７）
関係職能団体との連携の推進 ５０（２９．４）
制度・政策決定に働きかける社会的取り組み ６６（３８．８）
組織率向上の取り組み ３１（１８．２）
その他 １３ （７．６）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
表１０ 日本介護福祉士会へ期待すること（自由記述）
n＝７３
カテゴリー（複数回答） 度数（％）
会運営・理念など ３０（４１．１）
研修会内容・開催地について ２４（３２．９）
広報について １４（１９．２）
行政へのはたらきかけ １２（１６．４）
組織率向上について ７ （９．６）
会費について ６ （８．２）
介護福祉士個々への意見 ２ （２．７）
その他 １５（２０．５）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
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催方法への様々な要望が挙がった。「広報に
ついて」では、『専門職としてのスキルアッ
プのために最新の情報を供給してほしい』
『（未入会の）介護福祉士に対する日本介護
福祉士会の認知度を高める広報』などへの期
待が寄せられた。
⑥介護支援専門員、認定専門介護福祉士等、
資格に関する意識（表１１、１２、１３、１４、１５）
介護支援専門員の資格取得について、資格
を取得した、将来取得する予定である、取得
する予定はない、の回答を求めたところ、取
得したが４５．７％（７９名）、取得予定が４３．４％
（７５名）、取得予定はないが１１．０％（１９名）
であった。また、介護支援専門員の資格取得
理由については、専門性が高いから、業務内
容が魅力的だから、社会的認知が高いから、
研修制度が整備されているから、給料が高い
から、職務上必要であったから、職場からの
要請があったから、自己研鑽のため、職域拡
大のため、その他、で回答を求めたところ、
自己研鑽のためが最も多い理由であった。関
連して介護福祉士と介護支援専門員のどちら
が社会的認知が高いと思うか、の回答を求め
た結果、介護福祉士が１９．０％（３３名）、介護
支援専門員が６２．６％（１０９名）、どちらともい
えないが１８．４％（３２名）であった。
また、日本介護福祉士会の生涯研修制度の
表１１ 介護支援専門員資格取得について
n＝１７３
カテゴリー 度数（％）
介護支援専門員資格を取得した ７９（４５．７）
将来、取得予定である ７５（４３．４）
取得予定はない １９（１１．０）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
表１２ 介護支援専門員資格取得理由
n＝１５２
カテゴリー（複数回答） 度数（％）
専門性が高いから ６９（４５．４）
業務内容が魅力的だから ２０（１３．２）
社会的認知が高いから ３４（２２．４）
研修制度が整備されているから ４ （２．６）
給料が高いから ２９（１９．１）
職務上必要であったから ３５（２３．０）
職場からの要請があったから １２ （７．９）
自己研鑽のため １０１（６６．４）
職域拡大のため ６６（４３．４）
その他 ７ （４．６）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
表１３ 社会的認知が高い資格
n＝１７４
カテゴリー 度数（％）
介護福祉士 ３３（１９．０）
介護支援専門員 １０９（６２．６）
どちらともいえない ３２（１８．４）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
表１４ 認定専門介護福祉士資格は専門性向上
に必要だと思うか
n＝１７６
カテゴリー 度数（％）
はい ８８（５０．０）
いいえ １２ （６．８）
どちらともいえない ７６（４３．２）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
表１５ 認定専門介護福祉士資格を取得したい
と思うか
n＝１７５
カテゴリー 度数（％）
非常に思う ５１（２９．１）
やや思う ６６（３７．７）
あまり思わない ４５（２５．７）
全く思わない １３ （７．４）
（％は小数点第２位で四捨五入した）
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枠組みにおいて認定される認定専門介護福祉
士は専門性向上に必要だと思うか、の回答を
求めたところ「はい」が５０．０％（８８名）、「い
いえ」が６．８％（１２名）、「どちらともいえな
い」が４３．２％（７６名）であり、認定専門介護
福祉士資格を取得したいか、の回答を求めた
ところ、「非常に思う」が２９．１％（５１名）、
「やや思う」が３７．７％（６６名）、あまり思わ
ないが２５．７％（４５名）、全く思わないが７．４％
（１３名）であった。
⑦日本介護福祉士会に対する意識と専門性段
階の意識との関連について（表１６）
日本介護福祉士会に対する意識と専門性段
表１６ 日本介護福祉士会に対する意識と現在の専門性段階の意識
n＝１７７
カテゴリー 専門性が高い度数（％）
専門性が低い
度数（％） χ
２検定
会の活動内容について n＝１６５ n＝３３ n＝１３２
満足 ９ （５．５） １６ （９．７）**
やや満足 １９（１１．５） ５５（３３．３）
やや不満 ３ （１．８） ４９（２９．７）
不満 ２ （１．２） １２ （７．３）
北海道支部の活動について n＝１６８ n＝３４ n＝１３４
満足 １０ （６．０） １５ （８．９）**
やや満足 １８（１０．７） ５２（３１．０）
やや不満 ４ （２．４） ５３（３１．５）
不満 ２ （１．２） １４ （８．３）
会報などの情報供給について n＝１６９ n＝３４ n＝１３５
満足 ９ （５．３） ２１（１２．４）*
やや満足 ２０（１１．８） ６７（３９．６）
やや不満 ３ （１．８） ４１（２４．３）
不満 ２ （１．２） ６ （３．６）
研修会の内容について n＝１６９ n＝３４ n＝１３５
満足 １２ （７．１） １８（１０．７）**
やや満足 １５ （８．９） ５６（３３．１）
やや不満 ６ （３．６） ４８（２８．４）
不満 １ （０．６） １３ （７．７）
研修会開催の頻度について n＝１７０ n＝３４ n＝１３６
満足 １０ （５．９） １９（１１．２）**
やや満足 １７（１０．０） ５４（３１．８）
やや不満 ５ （２．９） ５３（３１．２）
不満 ２ （１．２） １０ （５．９）
会費の額について n＝１６９ n＝３４ n＝１３５
満足 ６ （３．６） １７（１０．１）n．s．
やや満足 １２ （７．１） ５０（２９．６）
やや不満 １１ （６．５） ４７（２７．８）
不満 ５ （３．０） ２１（１２．４）
***p＜０．０１，**p＜０．０５， *p＜０．１ n．s．；not significant（％は小数点第２位で四捨五入した）
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階の意識に関してクロス集計の結果、専門性
が低いと回答している者に「会の活動内容に
ついて」「北海道支部の活動について」「研修
会の内容について」「研修会の開催頻度につ
いて」の４項目をやや満足と答えた者が他の
項目より有意に高い傾向にあった（p＜０．０５）。
さらに、「会報などの情報供給について」の
項目をやや満足と答えた者が他の項目より有
意に高い傾向にあった（p＜０．１）。
⑧日本介護福祉士会に期待する活動と専門性
段階の意識との関連について（表１７）
日本介護福祉士会に期待する活動と専門性
段階の意識に関してクロス集計の結果、専門
性が低いと回答している者に「北海道支部規
模の研修会の充実」と答えた者が他の項目よ
り多く有意に差があった（p＜０．０５）。さら
に、「ブロック研修会の充実」「制度・政策決
定に働きかける社会的取り組み」と答えた者
も他項目に比べ有意に差がある傾向にあった
（p＜０．１）。
⑨介護支援専門員資格取得（取得予定）理由
と専門性段階の意識との関連について（表
１８）
介護支援専門員資格取得（取得予定）理由
と専門性段階の意識に関してクロス集計の結
果、専門性が低いとする者に「自己研鑽のた
め」と答えた者が他の項目より多く有意に差
があった（p＜０．０５）。
表１７ 日本介護福祉士会に期待する活動と現在の専門性段階の意識
n＝１７０
カテゴリー（複数回答） 専門性が高い度数（％）（n＝３４）
専門性が低い
度数（％）（n＝１３６）χ
２検定
全国規模の研修会の充実 ４ （２．４） １８ １０．６ n．s．
北海道支部規模の研修会の充実 １４ （８．２） ８４ （４９．４） **
ブロック研修会の充実 １７ （１０．０） ４８ （２８．２） *
情報発信の的確性・迅速性 ９ （５．３） ５２ （３．０６） n．s．
認定資格の種類を増やす ８ （４．７） ３５ （２０．６） n．s．
北海道支部の活動拠点の整備 ７ （４．１） ３５ （２０．６） n．s．
関係職能団体との連携の推進 ８ （４．７） ４２ （２４．７） n．s．
制度・政策決定に働きかける社会的取組み ９ （５．３） ５７ （３３．５） *
組織率向上の取組み ４ （２．４） ２７ （１５．９） n．s．
その他 ３ （１．８） １０ （５．９） n．s．
***p＜０．０１，**p＜０．０５，*p＜０．１ n．s．；not significant（％は小数点第２位で四捨五入した）
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Ⅳ．考 察
 日本介護福祉士会に対する意識と専門性
段階の意識との関連について
第１報で報告した通り、北海道介護福祉士
会会員の意識として専門性の必要性を感じな
がらも、現実の介護福祉士のおかれている状
況を専門性が高い段階ではなく、低いと捉え
ている傾向が強かった。なお、同様の傾向は
筆者らの福祉施設介護職責任者対象の調査
（２００８）においても伺えた。
このような専門性意識の傾向にある回答者
の日本介護福祉士会に対する意識は、職能団
体としての日本介護福祉士会の活動内容や研
修内容に関してはほぼ満足しており、肯定的
に捉えているといえる。これは、現介護福祉
士会会員対象の調査のため当然の結果である
とも思われる。また、従来、組織率の低い要
因の一つとして考えられていた会費負担につ
いては、会費の額を満足（含やや満足）であ
る者と不満（含やや不満）である者とがほぼ
半数という結果であった。このことは、会費
負担感のみが介護福祉士会の組織率が低い要
因とは言えないことを示すものと思われる。
しかし一方で、自由記述において、「会費
を下げないと若い世代は継続しない」「会費
に見合う活動になっていない」「会主催の研
修会費用を低額にして参加しやすくしてほし
い」「会費納入方法や入会方法の見直しが必
要」「入会特典等のアピール」、といった会費
表１８ 介護支援専門員資格取得（取得予定）理由と現在の専門性段階の意識
n＝１５２
カテゴリー（複数回答） 専門性が高い度数（％）（n＝３０）
専門性が低い
度数（％）（n＝１２２）χ
２検定
専門性が高いから １８ （１１．８） ５１ （３３．６） *
業務内容が魅力的だから ４ （２．６） １６ （１０．５） n．s．
社会的認知が高いから ９ （５．９） ２５ （１６．４） n．s．
研修制度が整備されているから ０ （０．０） ４ （２．６） n．s．
給料が高いから ５ （３．３） ２４ （１５．８） n．s．
職務上必要であったから ６ （３．９） ２９ （１９．１） n．s．
職場からの要請があったから ３ （２．０） ９ （５．９） n．s．
自己研鑽のため １４ （９．２） ８７ （５７．２） **
職域拡大のため １６ （１０．５） ５０ （３２．９） n．s．
その他 ３ （２．０） ４ （２．６） n．s．
***p＜０．０１，**p＜０．０５，*p＜０．１ n．s．；not significant（％は小数点第２位で四捨五入した）
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に関する配慮によって会員数拡大につながる
という意見も多かった。
入会動機については、「介護福祉士として
必要な情報を得るため」「専門職として入会
が必要と考えた」が圧倒的理由であり、これ
は介護福祉士として、あるいは専門職として
の意識の高さの表れであるといえる。また、
未入会者への勧誘についても「入会を決める
のは個人意思によるべきだから」勧めないと
いう姿勢は、専門職として個人の判断を尊重
していることの表れであるように思われる。
しかしながら、勧誘する意思はない者が３７．８％
であることは見逃せない数字である。これは
会費の問題のみならず、自由記述にも挙げら
れていた職能団体としての意見明示・介護と
は何かという定義の明確化・専門性を向上す
るための取り組み・専門職としての社会的地
位向上・地域における介護福祉士の役割の創
出・介護職の待遇改善への取り組み、等といっ
た基本的問題への対応が求められているよう
に思われる。
 日本介護福祉士会に期待する活動と専門
性段階の意識との関連について
筆者らのこれまでの研究結果では、介護福
祉士に専門性は必要であるが現実的には低い
段階であり、それを高めようとする意識や認
識はあるものの勤務体制や労働条件・時間的
制約のために、専門性にかかわる意識を毎日
の行動に表すことの難しさが課題となってい
た。そのため、第１報でも指摘したように道
内介護福祉士の自己研鑽の意欲は高い反面、
それが主体的な行動を伴わない傾向を示して
いた。
今回の調査結果では、日本介護福祉士会に
期待する活動に関して、専門性が低いと回答
している者に「北海道支部規模の研修会の充
実」「ブロック研修会の充実」「制度・政策決
定に働きかける社会的取り組み」と答えた者
が他の項目より有意に高い傾向にあった。さ
らに日本介護福祉士会に期待することの自由
記述でも、「道内研修会の開催地分散化」「道
内の冬場移動の困難性への配慮」「北海道開
催の要望」といった研修開催地に関する意見
とともに、「ネット配信の充実」「広報誌の内
容をわかりやすく」「会報が届くのが遅い」
「情報を迅速に流すこと」といった会報や研
修案内等の早目の計画的対応を求める意見が
目立った。研修会や自己研鑽の場の整備に関
して、多忙さや経済的負担の関係で身近な道
内での開催を求めており、これは研修会等へ
参加する意思の表れであると考えられる。従っ
て、これまでの筆者らの調査結果（２００８）で
は、個人レベル中心の内向的な自己研鑽（新
聞やネットなど）に止まっていたが、場所の
整備・設定等の条件が整うならば、外向的な
自己研鑽（大会や学会参加等）が可能になる
ようにも思われる。
つまり、研修会等の参加の意欲は高いが北
海道の地域性もあり日本介護福祉士会主催の
全国規模の研修会以上に、北海道支部さらに
はブロック単位の研修を期待する声が大きく、
日本介護福祉士会は会報などによる研修会情
報の周知を迅速にすることによって、自己研
鑽への意欲の芽を摘まない取り組みが必要で
あろう。
 介護支援専門員、認定専門介護福祉士等、
資格に関する意識について
介護支援専門員資格については、約９割が
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既に資格取得あるいは将来取得する予定であっ
た。資格取得理由は自己研鑽のためが最も多
く、前項の研修参加への意欲と同様にここで
も、回答者の自己研鑽への意欲の高さが明確
となった。また、介護福祉士と介護支援専門
員との比較において社会的認知については、
介護福祉士よりも介護支援専門員が高いと意
識している者が多い傾向であった。これは、
介護福祉士を基礎資格の一つとする介護支援
専門員であるが、介護保険制度への関心が高
い社会情勢の中では一般的に資格の認知度は
介護支援専門員の方が高いという意識の表れ
であろう。
専門性向上に向けて検討されている認定専
門介護福祉士についての意識は、その必要性
を肯定的に捉える者が半数で、どちらともい
えない者と否定的に捉えている者とあわせて
半数という結果であり、認定専門介護福祉士
資格を取得したい者は「やや思う」も含めて
７割弱に止まっている。
これらの結果は基本となる介護福祉士資格
制度の根幹を問うものであり、本質的な介護
福祉士の専門性確立が求められているのでは
ないかと思われる。資格のあり方について議
論されている昨今、国家試験受験資格取得の
ための実務経験者への６００時間課程の棚上げ
や養成校も含めた介護福祉士国家試験一元化
延期はこのような会員の意識や要望とは乖離
した動向のようにも考えられる。
 日本介護福祉士会のあり方について
日本介護福祉士会は、キャリアパス、生涯
研修としてのファーストステップ研修、認定
専門介護福祉士、介護技術講習指導者養成講
習、介護実習指導者研修など専門性向上に向
けた取り組みを日本介護福祉士養成施設協会
をはじめとする関係団体とともに実践してき
た。会員は、そのような活動を評価しており、
今回の調査でも概ね肯定的意識であった。に
もかかわらず、その生涯研修制度に組み込ま
れている認定専門介護福祉士が専門性向上に
必要であるかの質問で「はい」が５０％、「ど
ちらともいえない」と「いいえ」を合わせて
５０％という回答だった。これは、認定専門介
護福祉士そのものの存在を知らなかったこと
や介護福祉士会の PR不足などが影響してい
るようにも思われる。
また、その認定専門介護福祉士資格に関し
ても約３割程度がその取得に消極的な傾向で
あり、これは周知不足に加え、資格そのもの
が未だあいまいな印象であることに要因があ
るように思われる。つまり、会員は新たな資
格取得に向けた活動やキャリアパスの仕組み
の整備等と並行して、筆者らが卒業生、介護
職責任者、介護福祉士会会員を対象とした調
査研究で明らかにしてきた基本的課題（労働
条件向上や、上司や組織・関係団体を含めた
社会的承認への働きかけ等）への取り組みに
ついても強い要望があるように思われる。
「社会福祉士及び介護福祉士法」の改正
（２００７）では、新たに「資質向上の責務」が
義務付けられ、その一端として卒後教育、生
涯研修への取り組みが我々介護福祉士養成校
にも求められ、介護福祉士会とともに、その
取り組みを始めたところである。今後もより
一層の介護福祉士の自己研鑽のための積極的
な支援が必要であり、今まで以上にその環境
の整備が期待される。
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 まとめ
以上の調査結果から、今回対象とした北海
道介護福祉士会会員は、介護福祉士に専門性
は必要としながらも現在の段階は低く、その
職能団体としての日本介護福祉士会に対して
は概ね肯定的意識であることがわかった。さ
らに日本介護福祉士会へ期待することとして
は、自己研鑽の場としての研修会の充実を広
報や開催地の整備とともに求めていることが
明らかとなった。
また、今回の調査での回答に「新しい介護
方法、専門性向上のための研修、経験に応じ
た研修といった研修内容の充実」「介護とは
何かの明確化」「介護福祉士がやる気になる
ような方策、専門性についての行政への働き
かけ」を求める意見があった。このことから、
専門性向上に向けて研修を継続するという意
欲や意識とそれを支える自己研鑽しやすい環
境づくりが必要とされ、それが日本介護福祉
士会への期待であることがわかった。さらに、
介護や介護福祉士の専門性を明確にするとと
もにそれを社会へアピールすることが、強く
求められているように思われる。
Ⅴ．お わ り に
黒澤（２００７）は、「学問とは、理論から考
察する方法と、実践の立場から実証的にみて
いく方法の両者を併用して構築するものであ
る。すなわち理論は実践の場で生かされなけ
ればならない。一方、実践は理論的な根拠を
もって行なわれる。つまり専門性は理論と実
践が統合的になることで裏づけされる」とし
ている。すなわち「根拠に基づいた介護」が
介護福祉士に期待され、介護過程に裏打ちさ
れた介護実践こそが、その本質にかかわるよ
うに思われる。
筆者らのこれまでの研究から具体的な介護
福祉士の行動傾向を調査した結果、自己研鑽
の場への参加や介護過程を意識した介護展開
や記録に関して、積極的に行動している傾向
が伺えた。介護過程はまさに根拠に基づく介
護実践を示すものであるから、その理論や実
践を習得できるような教育・研修体系の再構
築こそ介護福祉士が期待するところであり、
労働条件の整備や社会的承認とともに要望さ
れる。今後は「根拠に基づいた介護」に着目
した研究を今までの研究成果を生かしつつ継
続したいと考えている。
本調査にあたり御協力頂いた北海道介護福
祉士会会員・事務局・関係者の方々にこの紙
面を拝借して感謝の意を表する次第である。
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Study of the specialties of certified care workers, based on an opinion survey
of managerial certified care workers at welfare institutions（Second Report）
Takaho YAMAKI Miyuki HONMA Ikuko SATO
ABSTRACT
The objective of this study is to report the results of an investigation about the spe-
cialties of the members of the Association of Certified Care Workers of Hokkaido and fac-
tors relevant to their profession as a followup report to last years survey. Last years
initial report focused on describing three factors certified care workers are conscience of;
their awareness of the present required skill levels for specialties, requirements for im-
proving their skills and the need for selftraining. In this second report, we described a
relationship between their conceptual understanding of the Association of Certified Care
Workers and awareness of the present required skill levels for specialties.
Findings showed that the members of the Association of Certified Care Workers of
Hokkaido largely had positive thoughts about the Japan Association of Certified Care
Workers, but hoped to be provided with opportunities to attend workshops held at the
Hokkaido branch level. Although many certified care workers try to acquire qualifications
as specialists of care workers to improve their own skills, the level of their interest in
becoming certified special care workers certified by the Japan Association of Certified
Care Workers is insufficient. Therefore, reviewing the present qualifications for care
workers was recommended, rather than establishing a new qualification system that en-
courages a greater awareness of specialties.
Key words：certified care workers, awareness of specialties, Japan Association of
Certified Care Workers, certified special care workers, selftraining
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